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2008年9月の証券大手リーマン･ブラザーズ
の破綻に象徴されるアメリカの金融危機は,た
ちまち日欧の金融機関にも波及し,さらに世界
の金融ビジネスの危機化を招いた｡年度を超え
て,金融危機は,サブプライムローン･ビジネ
スに大きく依存していた住宅や自動車などの製
造産業の財務破綻に波及し,アメリカ産業経済
の象徴ともいえるジェネラル･モーターズやク
ライスラーという巨大自動車企業の倒産を引き
起こし,アメリカ経済の全面的な景気後退-と
拡大した｡他方,このアメリカの金融破綻は,
アメリカの金融取引ビジネスとの連携度が強か
ったEU･ヨーロッパ経済にはより直接に,そ
してアメリカの景気後退にともなう失業増加,
所得縮減,消費需要減退を介して,対米輸出依
存度の高い日本や東アジア諸国などにも,その
影響を広げ,世界経済の同時不況化を促してい
った｡
その"リーマン･ショック''からちょうど1
年｡すでにプラス成長に転じている中国やイン
ド,あるいは2010年にかけてさらに高いプラス
成長が予測されるその他のアジア諸国経済の動
向などを根拠にして,世界経済は低迷状態から
脱出しつつあるとする希望的展望が語られる一
方で,失業率の高止まり,消費需要低迷の長期
拡大化といった経済の減速基調から抜け出せな
いでいる日米欧などでは,経済停滞のさらなる
長期化を指摘する論調も少なくない｡こうした
両端の論議からの示唆を素直に受け取るならば,
どうやら世界経済は,この｢08年世界経済同時
不況｣を契機に, ｢アジア経済の時代｣への傾
斜を一段と強めていくことになりそうである｡
1980年代後半以降,とくにITバブル崩壊後
の92年以降には,アメリカの経常収支の赤字幅
が傾向的に拡大化し, EUもまた赤字基調に転
じていたし,それと対照的に,日本やアセアン
NIEs,中lji]などアジア諸国の貿易黒字が量,
率ともに拡大していった経過から言えば,すで
に90年代以降の世界経済は｢アジアの時代｣に
入っていた,と言うことが出来るかもしれない｡
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1973年の第1次石油危機を背景に,秘密会議と
してスタートした,いわゆるG7 (｢先進7カ
国首脳会議｣)が, 2000年代にはいると,時に
応じてG7･プラスとして中国,インド,ロシ
アなどの新興諸国の参加を認めるようになった
のも,こうしたアジア諸国などの経済的な台頭
を反映した動きではあっただろうし,また今年
(09年)の4月に次いで, 9月にも開かれたG
20,つまり20カ国･地域首脳会議,いわゆる金
融サミット(9月4, 5日のロンドンでの財務
相･中央銀行総裁会議,同24,5日のアメリ
カ･ピッツバーグでの首脳会議)は,これまで
のG7に,中国,インド,ロシア,ブラジルの
いわゆるBRICsをはじめ,韓国,インドネシ
ア,タイ,シンガポールなどの東,東南アジア
の諸国,さらには南アフリカ,エチオピア,ス
ウェーデン,スペイン,オランダ,オーストラ
リア,メキシコ,アルゼンチン,トルコ,サウ
ジアラビア(他に世界銀行)などが参加し,世
界経済の｢内需拡大策などの一層の推進による
構造的不均衡状態からの脱却｣を申し合わせた｡
このG20参加諸国のGDP合計額は世界の80%
以上を占め,また一段と緊密一体化を強めてき
ている世界経済の実態に近づき,より有効な政
策調整をめざすものであった｡
それとともに,注目されることは, G20首脳
会議開催を踏まえて,より機動的で効果的な国
際的協議調整機関として,これまでのG7を非
公式会議化する一方で,代わって米,日, EU
に中国を加えた,主要4カ国会議(いわゆるG
4)を起ちあげようとの構想がアメリカあたり
から出されていることである｡結果として,そ
の影響力減退を懸念するEUあたりからの反対
もあり,その帰趨はなお定かではないが,アメ
リカ自身が,中国経済の大きさをあらためて公
認したトビカルな"事件"ではあったし,これ
ら4カ国のGDP合計額が世界の70%にも達す
るという現実を考えれば,近い将来においては
避けられない選択であるだろう｡こうして,こ
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こで言うところの｢アジア経済の時代｣は,人
類地球史における『′me Post American World』
(フアリート･ザカリア)の段階への確かな歩
みとして始動し出しているように観える｡
ところで,同じ9月には,わが国においては
民主,社民,国民新の3党による連立政権が誕
生し,鳩山由紀夫首相は,就任早々,国際会議
や首脳会談の場などにおいて, ｢東アジア共同
体｣構想を繰り返し提言しているが,これもま
た,こうした世界経済におけるアジア時代の到
来という状況認識を踏まえてのことであるだろ
う｡現在までのところ,その提案はその意図,
目的,制度化の手順,範囲などの具体像を欠い
ているためか,マスコミなどの報じるところに
よれば,中,韓など束アジアや東南アジアの諸
国などからの反応は今ひとつの状況であるよう
だ｡
｢アジア経済の時代｣が,人類地球史上の時
代画期的な現実ではないかと観るわれわれの立
場からするならば,そこに構築されようとして
いる｢束アジア共同体｣とは,そうした時代画
期的な諸課題を担い,解決するような制度機構
でなければならない｡いま,超えられようとし
ている人類地球史上の時代画期を,時代限定的
にThe American World,あるいは歴史一般的
に｢西欧近代経済の時代｣と規定できるとする
ならば,迎えつつある｢アジア経済の時代｣を
中軸的に担うであろう日本や中国,インドをは
じめとするアジア世界いずれもが,ときに友好
的(同盟国関係的)ときに敵対的(帝国植民地
的)という近代史の変移動態に揺さぶられなが
ら,そうした｢西欧近代経済の時代｣に生き,
歩んできた｡だから,もし仮に｢アジア経済の
時代｣がその｢母体｣としての｢西欧近代経済
の時代｣の直線的な延長上で語り得るものであ
るならば, ｢東アジア共同体｣は,アジア圏に
籍を置く新興諸国による,地球経済の局地域的
な交易経済圏という｢親密な関係｣のレベルに
止まるだろう｡そこでの｢アジア経済の時代｣
は,せいぜい,慣れ親しんだ｢20世紀的なアメ
リカ経済の傘｣に代わって,あるいはそれに加
えて｢拡大したアジア経済の傘｣を用意するだ
けに止まるだろう｡
だがそれとは反対に,来るべき｢束アジア共
同体｣が,その人類地球史的な広がりと深みを
もって制度機構化されるとき,いまわれわれが
迎えつつある｢アジア経済の時代｣はそれとは
大きく違った意味と意義を帯びることになるだ
ろう｡本小論は,欧米近代の産業経済文明の極
みを分有しつつ台頭し,人類地球史の時代画期
を分担しつつある｢アジア経済の時代｣の意味
を問い,その問題像と諸課題とを尋ねようと試
みるものである｡ ｢アジア経済の時代｣を人類
地球史における｢地球世界｣創成への歴史的過
程と特徴づけようというわれわれの基本認識か
らしても,その行方を大きく規制するであろう
｢地球環境問題｣が,そこでの最大課題となる
ことは詳言するまでもない｡さらに付け加える
ならば,風土空間的にアジア世界に位置しなが
ら,その先頭的な模倣的追随者として出発
し, 1世紀余りの間で｢西欧近代経済の時代｣
の先頭的な追随者にして受益者,実行者として
の地位を得てきた現在の日本が,いまその｢ア
ジア経済の時代｣について積極的に語り,その
可能性の実現のために能動的に関わることの意
義は,決して小さくはないはずである｡
1. ｢アジア経済の時代｣とは何か
では,そもそも｢アジア経済の時代｣とは何
か｡かつての勢いを失い,相対的に診てその経
済活力を後退化しつつあるように見える欧米諸
国に代わって,アジア諸国がその｢後発者の利
益｣をテコに産業経済力を成長させて,世界経
済の新たな担い手として登場するという,開発
経済学的諸命題の典型的な適応例にすぎないの
だろうか｡
ところで,ここでのわたしは,この2008-9
『アジア経済の時代』考
年の世界同時不況として顕在化した一連の｢変
化｣を,ある｢歴史時代の終葛｣現象として,
いわばnegativeにではなく,ある｢歴史時代
への始動｣現象としてpositiveな評価視点で捉
えるべきだと強調したい｡それは, 1990年代初
頭のバブル崩壊以降あきれるほどにくり返され
てきた, ｢失われた10年｣さらには｢失われた
20年｣と言った論議,論調は, 5-60年代のい
わゆる高度成長は無理としても,せめてオイ
ル･ショックを挟んだ7, 80年代の｢安定成
長｣の再現という漠とした期待願望(- ｢失わ
れた｣ものへの再現希求!)を内包しているよ
うに観られるし,そこでの時代的な変化を見る
視覚と評価基準とはnegativeで,ときにnosta1-
gicなものに止まっていたのではないかと考え
るからである｡政権交代も手伝って,その評価
が今や180度逆転しつつあるように見える
が, 2001年の小泉自民党政権が高唱した｢経済
諸規制緩和｣論もまた,かつての経済成長時代
を導いたような｢市場的競争活力の再現｣期待
論に初発するものであった｡しかし,バブル崩
壊以後,市場環境のデフレ･スパイラル的な状
況のもと,超低金利にもかかわらず,企業経常
と雇用環境の劣化が継続,拡大し,累増する財
政赤字を背景に｢抑制｣される公共投資や社会
保障などの諸施策などと相乗して,その｢市場
経済的競争力｣の促成強化政策は逆機能化して,
わが国経済を長期にわたって混迷と沈滞の状態
に押し込めてしまった｡だから, ｢失われた10
(20)年｣とは,実は新しい時代への可能性を
｢見失いつづけた10 (20)年｣だったと言い換
えるべきかもしれない｡
では一体｢何を｣見失いつづけたのか?　ご
く一般的に言えば,それは｢歴史時代｣認識へ
の過小評価ないしは無関心に由来する経済社会
システムの時空間的な時代相の根底に起こった
｢変化｣の無視ないしは軽視にあったと思う｡
そこで｢歴史時代｣への些かながらも回顧,言
及が必要となろう｡
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半世紀余りの短期間で,破壊と廃城の極みに
あった戦後日本を今日の富裕な国家社会へと導
いた制度機構として,いわゆる｢55年体制｣と
特定される政治経済社会システムとその機能を
あげることには大きな異論はないだろう｡有限
な資本,資源や人材を先端的な産業部門に集中
投資して,その生産物をアメリカなど先進諸国
へ最大限に輸出し,その外貨収入によって,さ
らなる資源と高度技術の導入を計り,産業生産
力と輸出競争力の増強をめざす,とする｢殖産
興業･輸出振興｣の思想と施策は,明治以来の
わが国の経済社会近代化の思想と伝統を引継ぎ,
再編成しつつ,戟後｢55年体制｣の政治経済社
会システムの制度,精神として再構築されたの
である｡選挙ごとに増減はあったものの,一貫
して政権の座にあり続けた自民党政府主導によ
る,この産業経済成長志向型の政策推進は,と
きには社会党など諸野党や勤労者国民からの厳
しい批判と反発を受けたけれども,やがて｢春
闘｣ (のちに｢国民春闘｣と呼称された)とし
て制度化された労使間協議による賃金･諸手当
や労働条件等の改善,そして成長経済下での順
調な税収拡大などによる国民皆保険･皆年金な
ど社会保障諸制度の漸次的な整備化などが進み,
やがては日本国民の8割以上が自らの生活水準
を中流以上とみなす｢富裕国家｣の創出を導い
たのである｡
ところで,この｢55年体制｣では,戦後日本
経済の混乱とインフレの収束と正常化策の一環
として, 1949年の1ドル-360円という単一固
定為替レート制の導入にはじまり, 51年の国際
通貨基金加入,そして55年のGATr加入など
の国際経済面の基盤整備がなされる一方で,同
じ49年の復員者などよる失業者の急増に備えた
緊急失業対策法の施行など国民生活の基盤整備
諸策が並行的に制度化されていた｡とくにこの
緊急失対法では,当時｢ニコヨン｣と通称され
た,日給240円という最低賃金水準の規定がな
されていた｡こうして, 51年の対日講話条約調
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印や日米安保条約締結などによる国際政治秩序
への統合化などの政治社会的な諸制度環境の整
備化をまって, ｢55年体制｣が経済社会システ
ムとして機能していくことになるが,早くも53
-4年には,いわゆる｢1ドル･ブラウス問題｣
と当時いわれた,後の高成長時代に常態化する
日米貿易摩擦の第1号が発生している｡日本製
のブラウスが僅か1ドルで大量に輸出,販売さ
れ,アメリカの業者,業界にダメージを与えた
のである｡たしかに,現在で言えば,その規模
や金額の点でさほどの大問題とは思えないこの
日米通商摩擦の第1号は, ｢歴史時代の変化｣
を考えるとき,少なくない示唆を与えてくれる｡
歴史は大きく降って,現在, 2009年秋,衣料
品量販店ファーストリテイリングの低価格ブラ
ンドGUが仕掛けたジーンズ1着990円という
安売り商戦は,大方の衣料量販店を巻き込みな
がら,ついにはドン･キホーテによる1着690
円での販売へと広がり,不況長期化のなかで赤
字経営を余儀なくされ,苦境にあえぐわが国の
衣料品流通業界を揺るがしたが,ここで若干の
<算術>を試みたい｡今年度の都道府県別の協
定最低賃金は全国平均で時給700円余(最高が
東京都の791円から最低の沖縄県の629円まであ
り,その実際額は都道府県で異なる)であるか
ら,わが国では今や, 1時間の(最低)賃金で
ジーンズ1着を購入できることになる｡また仮
に1日8時間働くとして日給は6000円前後とな
り, 1米ドル-90円前後の昨今のレートで換算
すれば, 67ドル程となり, 53-4年頃なら, 1
日の賃金で67着のブラウスを買うことが出来る
ことになる｡また,ここで歴史を54,5年さか
のぼり,先に見たように1953-4年,日本の勤
労者の最低賃金は日給240円であり,これを当
時の為替レートでドル換算するならば, 3分の
2 (0.67-240/360)ドル程となる｡つまり,
この半世紀余の間に,わが国の(最低)賃金所
得は円建てで25倍(-6000//240)に伸びたが,
他方,ドル建てでは約100倍(-67/0.67)の
伸びとなっている｡
もちろん,こうした極めて単純な算術値は,
歴史の法則を証明する｢科学的なデータ｣とは
なり得ないことは十分承知の上で,わたしはあ
えて,この間に日米間に生じた4倍差(25対
100)という日本経済の成長成果の名目値差の
推移のうちに,わたしの言う｢歴史の変化｣の
実感的な根拠を求めたいのである｡繰り返すが,
この半世紀間に日本経済は,円建てでは25倍増
し,ドル建てでは100増したという数値は,そ
れぞれの貨幣の実質購買力変化などを全く無視
した算術値であり,物価体系の差異と為替レー
トの変化などによる,いわば貨幣錯覚(?)論
的な議論との批判を承認しつつ,わたしはこう
言いたいのである｡ 50年前には,ブラウス1着
を買うために1日半働かなければならなかった
日本人が,現在では1日の労働で8着のジーン
ズ(ドル換算では67着のブラウス)を買うこと
が出来るという｢数値データ｣は,現在のアメ
リカ人(および世界の人々)には,わずか半世
紀間に,その収入を100倍増した,日本経済の
高度成長と日本人の豊かさの｢実感的な指標｣
と判断するに十分な理由とはなるだろう,と｡
このすこぶる単純明快な経済成長をめぐる格
差指標を, ｢歴史の変化｣という複雑現象の説
明に適用してみよう｡経済社会システムの動態
的過程を,その既成秩序的(-具体的には先行
者としての西欧世界,特定的にはアメリ*)経
済過程の諸命題(定立, ¶leSe｡具体的には近
代産業経済的文明システム)と,その対抗秩序
的(-さし当たってここでは日中韓をはじめと
するアジア諸国)な追随模倣型諸行動(反定立,
Antithese｡具体的には近代産業文明の追随模
倣的な受容的創成行動)との動態的な総合化過
程(総合, Synthese｡欧亜両経済世界の相互交
易関係の緊密活発化と動態的相互変容化)とい
う,いわば｢歴史変化の弁証法｣的過程として
捉えるならば,同一現実の変動値(-経済成長
率)も,いわば受身の定立命題的な西欧世界の
『アジア経済の時代』考
方が,いわば模倣適応的な反定立的後発世界よ
りも,その制度秩序への破壊的な衝撃度が大き
くなりうるだろう｡こうした衝撃波の累積拡大
によって, ｢西欧近代経済の時代｣という歴史
的時代との総合化過程として｢アジア経済の時
代｣が創成,始動し,制度機能化することにな
る｡
ではこの始動した｢変化｣は,果たしてその
統合過程的な変化,変動を継続して, ｢歴史の
変化｣を完遂するだろうか｡先のジーンズの事
例は,あるいは新興諸国の相対的に安価な資源
と労働を活用しての,先進国企業の生産過程の
｢現地化｣,つまり先進国企業と経済のGlobaliza-
tionの効率経営化の典型事例に止まるかもしれ
ないが,その場合でも,すでに,繊維,食品を
はじめTVやパソコンなど家電,電子製品など
広く認められるように,新興国がその生産を集
中独占(｢現地生産化｣)し,結果として価格の
｢驚くような低下｣が起こっている｡つまり,
先進国経済の産業空洞化の対極で新興国経済の
産業高度化が非可逆的な歴史の過程として進行
しているのである｡われわれ日本人には,この
ことは,この半世紀の間たえまなく繰り返され
てきた,日本経済の高度成長と併行して広がっ
た日米貿易･経済摩擦の経験などからも十分明
らかであろう｡念のためにある先端的な事例を
観てみよう｡
現在,こうした｢歴史の変化｣の真っ只中に
あるのは,自動車産業であろう｡その歴史的象
徴とも言うべきアメリカのビック･スリーの倒
産ないしは低迷の対極で,いわゆるエコカー時
代への変革という緊急課題を抱えて,いま世界
の自動車産業は大きな変革期を迎えている｡そ
うした動きを衝撃的に示す実例として,イン
ド･タタ自動車による24万円という超低価格車
の発売に代表される新興諸国による自動車産業
への参入の活発化を挙げることができる｡すで
に販売を開始しているタタ社の24万円車を例に
算術してみよう｡いま仮に,タタ車5台の輸入
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車によって, 120万円の日本の小型車が輸入代
替されるという近々起こりそうな事例をとりあ
げよう｡タタ車5台の購入代金総額は, 120万
で日本の小型車1台分である｡もちろん日本の
自動車購入者が, 1台の小型車購入を断念する
代わりに,タタの軽自動車5台を所有するだけ
なら,その代金120万円がインドのタタ社に送
金されるだけですむかもしれない｡おそらくそ
うしたケースはごく稀であろう｡もし日本の小
型車5台がタタ車5台に買い替えられるならば
どうなるか｡合計で480万円(-120× 5 -120)
の日本での自動車売上げの減少とならないため
には,別途480万円分の高級車が買われるか,
タタ申20台を追加購入することが必要となる｡
さらに20台のタタ車による売上げ減少額は1920
万円(120×20-480)となり,タタ車80台分に
匹敵する,等々｡販売台数と売上高は2車の価
格比に比例倍的に増減する｡もし日本が,競合
する小型車から価格比の大きい高級車の販売に
転換するならば,その比例常数が大きくなった
分だけ,車間の代替割合と輸入車-の支払額が
大きくなる｡これが日本車などとの競合による
利益幅の縮小を忌避したアメリカ自動車産業が
採用した高付加価値車(RUV車)化戦略であ
り,その失敗はすでに歴史が証明している｡こ
うした高付加価値車戦略とともに,現在の日本
など先進諸国の自動車メーカーが重視している
戦略がエコカー戦略であり,同時に他方では,
すでに繊維,家電,さらには食品などで常態と
なっている新興諸国での現地生産車の輸入販売
戦略である｡エコカー戦略は,環境問題からも
重要であり,世界の自動車産業挙げて時代的な
方向として推進されていくだろうが,その戦略
はすでに新興諸国でも同様であり,したがって
彼我のエコカー間の｢価格差｣問題は残ること
になる｡結局,現地生産車の輸入販売比率の拡
大という歴史のトレンドは逆転しそうもない｡
｢アジア経済の時代｣は,かかる｢歴史の弁
証法｣過程として,現代世界における産業経済
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の非可逆的な｢現実｣となっている｡ ｢アジア
経済の時代｣とは,アジアに生起しながら,自
らの生育環境としての｢西欧近代｣との共有共
生関係を発展,拡大しつつ,その相互浸透の累
積過程のなかで, ｢西欧近代経済の時代｣の
｢弁証法｣的変移を不可避的な歴史の趨勢とし
て実現しつつある｢時代｣なのである｡
2. ｢アジア経済の時代｣の問題像
いま現在,われわれが日々の生活経験のなか
で実感する｢アジア経済の時代｣は,アジア
(もちろん実際には｢アジア｣だけに限らない
が)的世界が,わずかこの2-30年の問に,西
欧近代の産業経済文明の模倣的修得を基礎に,
自らの産業的生産能力を｢成長｣させ,その伝
承的な産業経済の｢構造的変化と高度化｣を加
速させているという,いわば｢アジア近代化｣
を基礎導因にしていることは言うまでもない｡
アジア世界の｢際立って高い経済成長｣, ｢急速
な産業構造の高度化｣といった論評が,世界の
経済論壇を支配する所以である｡しかし, ｢ア
ジア経済の時代｣の人類地球史における時代画
期性を観るという,ここでのわたしの問題関心
からすれば,そうした｢成長｣論や｢構造高度
化｣論は,問題像の一面を論じているにすぎな
いと言いたい｡先に｢歴史の弁証法｣などとい
う街学的な言い回しをしたのは,そうしたアジ
ア経済の成長と構造高度化(｢反定立｣)が,そ
のいわば"発酵母体"たる近代西欧産業文明
(｢定立｣)との間での相互影響関係(交易通商
的,そして｢現地化I,ocalization｣的なそれ)
を深化拡大する(いわゆる経済的Globaliza-
tion)という統合化過程(｢総合Synthese｣ ! )
こそが, ｢アジア経済の時代｣を時代画期的な
現実と規定する所以なのである｡ (かつてわた
しは,欧米亜3類型の経済社会システムを比較
論的に鳥轍した際に,提唱した経済社会システ
ムの間システム的な動態変様過程の認識論的な
『アジア経済の時代』考
図1世界経済史を1つの図で示したもの｡ 1800年以降､多くの国で所得は急増したが､それ以外の国では減
少した｡
紀元前　　　　　紀元前　　　　西暦元年　　　　500年　　　　1000年　　　　1500年　　　　2000年
1000年　　　　　500年
引用:グレゴリー･クラーク『10万年の世界経済史』 (久保訳･日経BP社)ト14-15頁
概念枠として<G ･ IJOCalization>という造語を
提起したが,)この｢現地化I.ocalization｣と
｢地球化Globalization｣との総合化(Synthese)
局面としてのG ･ IJOCalization過程の進行化,
具体的に言い換えるならば,台頭したアジア経
済とその創生母体にしてその反定立の対象であ
る西欧近代との相互浸透作用の拡大進展,そこ
に現代世界史の動態的な共進化的帰結として,
｢アジア経済の時代｣を観ようという問題視点
なのである｡
さて,上記の図1に注目してほしい｡カリフ
ォルニア大学のグレゴリー･クラーク教授の手
になる,紀元前1000年から現代までの実に3000
年間の(地球世界における)人口1人当たりの
所得水準の推移を見事なまでに描きだしたグラ
フ図である｡ 3000年間にわたる世界経済,と言
うよりもむしろ地球的経済にいついて超,超鳥
轍する,この経済史図表の興味深さは,その基
礎データや推計手法の妥当性云々という｢科学
性｣ではなく,むしろあれこれと想像力をかき
立ててくれるその｢創造性｣にある｡人類はそ
の生誕から少なくとも1800年前後頃の｢産業革
命｣時代までは,技術革新にともなう資源増加
期とその諸成果を食い尽くす人H増加期との
｢マルサスの民｣に絡め取られた結果,長期に
わたって貧困と低迷の時代を続けてきたという
推定は, ｢産業革命｣以降での人口当たりの所
得水準の｢鰻登りの｣成長トレンド現象を極め
て効果的に際立たせている｡また彼は,どちら
の時代が住民にとってより｢幸福｣であったか
は即断できないとして,判断を避けているが,
このことが逆に｢経済成長｣型の西欧近代産業
文明の｢経済効率主義的な｣比較優位性を際立
たせる結果となっている｡まざれもなく｢産業
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人口1人あたりの所得　(1800年=-)
8
6
4
2
図2　自動車､カメラ､テレビの価格の推移
(05年-100)
81年　85　9()　95　00　0508
(
総務省｢消費者物価指数｣から｡
テレビは05年まではブラウン管で
06年以降は薄型テレビ
引用:朝H新聞　09.10.20 (朝刊)
革命｣の創発的実践空間としての西欧世界は,
その経済成長とともに近代産業文明という人類
地球史の-一大画期の創造者,創成空間となり,
現在に至っているのである｡
さて,ここでの問題は,その西欧世界への,
ときに従属的で追随的な模倣者として出発しな
がらも,ごく短期間の間に,西欧産業文明の中
核的な部分を｢現地化｣しつつある,現｢アジ
ア経済の時代｣の関わり方である｡先の図に
｢産業革命｣を分岐点に急勾配で上昇する｢大
いなる分岐｣ (-西欧近代世界)とは対称的に
｢下降する分岐｣が小さく措かれている｡おそ
らく2,30年前ならば,この下降分岐のなかに分
類されたであろうアジア世界は,いまや急勾配
で上昇する｢大いなる分岐｣世界を分有してい
るのである｡欧亜間の人口比を反映するとする
ならば,そう遠くない時期に, 4-5倍の人口
規模を持つアジア世界の｢経済成長｣の予想値
は,この上昇線の4-5倍の高さ,あるいは厚
さとなって図示されるはずである｡果たして地
球世界は,それを支えつづけて,有効に自転し
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ていけるであろうか｡それに答えるためには,
かつてブラウス1着を買うために要した1日半
の労働で, 50年後の現在では12着のジーンズと
交換できる,という｢経済成長｣の数量的原理
を超える議論が必要であろう｡
そこで,たまたま目にとまった朝日新聞
(09.10.20)掲載の図2を拝借する｡
世紀の転換年をはさんだ4半期間でのテレビ,
カメラ,自動車3品目の価格の推移を見たごく
簡単な図表であるが,この間に生産のいわゆる
｢現地化｣が最も進んだテレビの価格はおおよ
そ10分の1に激落し,デジカメなど新製品の登
場などで競争が強まっているカメラの下落がそ
れにつづいている｡自動車の場合,日本車,汰
いで韓国など新興国からの競争が拡大したにも
かかわらず,この間価格の面ではほぼ横ばいを
つづけてきている｡しかし,さきに見たように,
この｢08年不況｣を契機に,自動車市場は激変
しそうな気配である｡すでに,中国やインドな
どの新興企業群の世界市場への進出の動きが活
発化しており,対応して日本企業などでは,
｢現地生産･逆輸入｣の一層の拡大が経営施策
の避けられない選択肢との認識が広がっている｡
繊維衣料,食料品からテレビ･パソコンなどあ
らゆる電気･電子製品,ついには自動車に至る
まで,急速にその産業構造を変革し,高度化し
ている｢アジア経済の時代｣の担い手たちは,
そのG ･ IJOCalizationの動態過程をとおして,
先進諸国の産業経済と相乗累積的に,さらなる
G ･ IJOCalization的変革を拡大深化しているの
である｡
｢55年体制｣のなかで,いわゆる日米安保体
制の<核の傘>に護られた日本から, GEの電
気製品が,ビッグ･スリーの自動車が急速に消
えていった｡代わって,繊維,鉄鋼,家電から
自動車,半導体へと日本の産業製品の輸出拡大
にともなう日米貿易摩擦と産業構造の調整問題
が,高度成長時代での口米経済交渉の主題とな
った｡為替レートの変動による増減はあるが,
人口や経済規模で1対2の日米間であれば,ア
メリカの傘は,日本の産業経済のG･ IJOCaliza-
tion程度は包含できたのかもしれない｡だが莱
たして,世界の半分以上の人口を領し,圧倒的
なダイナミズムを見せる現在の｢アジア経済の
時代｣の構造調整過程の衝撃度はどれだけのも
のとなるだろうか｡ 19世紀第3 ･ 4半期以降,
いわゆるヴィクトリア朝の繁栄を誇示していた
人口3千万のイギリスが, 1920年代には｢永遠
の繁栄｣をうたいあげる人口1億人超のアメリ
カによってとって代わられる｡イギリスが開発
した鉄道や自動車産業は,紛れもなくアメリカ
産業経済の象徴となって,その高度産業文明の
発展を担った｡人口数億の｢豊かな欧米｣には,
今やその10倍以上の人口を擁する｢高度産業化
のアジア｣が対略して,それぞれのG ･ IJOCaliza-
tionを,融合しつつ競いあっている｡
もちろん,そのG ･ I,ocalizationの過程は,
｢競い合い｣と｢棲み分け｣という動的かつ静
的な過程史として進むことになる｡しかし,ア
メリカあるいは日本が,数百万円台の高額ス
ポーツカーの生産に特化し,韓国が百万円台の
電気自動車の供給に,そしてインドが20万円台
のナノ車の供給に｢棲み分け｣るというような
国際分業生産の局面は,たとえ産業経済の近未
来史上に登場することがあるとしても,長期安
的的に継続するとは思えない｡高額車をより安
く｢現地生産｣して,より大量に売ろうという
｢先進国｣的な経済合理原則と,より高い付加
価値車の生産割合を増やして,収益と経営を安
定化したいという｢新興国｣的な経済合理原則
とがそこでも有効競争的に作用するだろうこと
は,市場原理主義者の歳言を侯たずとも自明で
ある｡
たしかに, ｢現地生産｣に徹するユニクロが
衣料品市場で独占的な優位を続けられるかどう
かは,衣料品市場全体の景気如何によって作用
される｡その反面で経済全体が好景気であれば,
多様な価格幅の商品群が｢棲み分け｣られもし
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よう｡高成長の6-70年代での日米自動車産業
のように,摩擦しながらも可能であった日米共
棲状態は, 80年代以降での成長の鈍化と景気低
迷期の到来とともに,消失していったことは周
知のことである｡しかし,そこでの｢構造調
整｣は,市場原理主義者たちの予想を遥かに超
えたものだった｡ ｢アジア経済の時代｣の拡大
深化は, ｢構造調整｣を産業構造のレベルから,
総体としての経済構造のレベルへと拡大したの
である｡その代表例は, ｢アジア経済の時代｣
の拡大深化と並行的に登場していった,アメリ
カ経済の｢金融資本主義化｣と言われる経済構
造の大変貌(-構造調整)である｡
アメリカの｢豊かさ｣は,より低廉なアジア
製品の購入割合を増やすことによって,より確
実に保証される以上,アメリカでの｢アジア経
済の時代｣の受容程度が拡大化していくことは
市場経済の根本原理である｡また情報革命の先
逮,基軸通貨国アメリカという優位さも加わっ
て,デリバティブ(金融派生商品)取引などの
金融ビジネスが,アメリカ経済の比較優位な産
業として登場し,肥大化していったのである
(ちなみに,ある調査結果によれば, 08年9月
段階で世界の金融資産は160兆ドルで,世界の
GDPの3.5倍となっていた)｡こうして,本来
の蓄積分に日本や中国などの黒字国からの輸入
代金のリサイクル分を加えて,アメリカ経済に
おける金融ビジネスへの傾斜構造が確立するの
と並行して, ｢アジア経済の時代｣もまた奔流
化していくことになった｡その奔流は,今回の
"リーマン･ショック"による学習効果に応じ
て,制御され,減速されるかもしれないが,他
面では"ショック''で縮減した世界の消費需要
が,さらなる低価格での商品供給の増加を促す
であろうから, ｢アジア経済の時代｣の奔流現
象は一方的に減速し,消滅するとは思えない｡
したがって,先進国と新興国との間での｢カネ
とモノ｣をめぐる｢棲み分け競争｣の状態は,
まだ当分つづくように観える｡
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だがしかし,より長期的な視点から観るなら
ば,事態は異なる展望が開けてきそうである｡
歴史傾向的にみて,新興諸国(その大半がそう
であった｢植民地諸国｣)からのモノの輸入需
要を拡大し,貿易赤字基調に陥っていく(スペ
イン,ポルトガルから英,そして米などの)
｢富裕国家｣は,普遍的で一般的な価値物とし
てのカネへの選好度を強めていく｡クラークの
言う｢大いなる分岐｣以降でみれば, 20世紀初
頭でのイギリスが,そして21世紀初頭でのアメ
リカが,ともに｢金融国家｣へと傾斜した｡そ
して, 20世紀にはそのイギリスに代わり,アメ
リカが産業経済の主役となったように,この21
世紀の産業経済の主舞台は｢アジア経済の時
代｣となるのだろうか｡現代の｢金融国家｣は,
その豊かなカネによってアジアなどのモノを植
民地主義的に支配した20世紀的な『金融資本帝
国』 (ヒルフアデング･レーニン命題)とは明
らかに異なり,現代世界の経済現実を規律する
論理は逆であろう｡ ｢08年世界同時不況｣の進
行過程で改めて明らかにされた事態は,すでに
ふれたように｢アジア経済の時代｣では,その
新興諸国から｢モノとカネの両方｣とも｢富裕
国家｣に向かって流れていく傾向が強まるだろ
う,という世界経済の21世紀像である｡ ｢アジ
ア経済の時代｣は,いまや揺るぎなく人類地球
史の新時代を基礎づけ,規律し,方向づける世
界経済の基盤的な現実となったのである｡
こうして｢アジア経済の時代｣は,人類地球
史の時代画期的な潮流として,その速度を速め
ながら自転する｡これは, ｢大いなる分岐｣に
よって分離誕生した,西欧近代産業文明の模倣
的後継者世界の自転運動であり,そのイデオロ
ギーとしての市場経済主義の諸命題以上に市場
原理主義的な現実ではある｡
あの｢Tbe　American World｣化の奔流と共
棲して西欧近代の20世紀を形づくったイギリス
の｢ロンバード街｣の例をあげて,なお｢アジ
ア経済の時代｣の世界的な均衡発展の可能性を
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語ることがあるいは出来るかもしれない｡だが,
その願望とは裏腹に,そこに至る地球史の道は
遠く,また平坦でもない,との懸念をぬぐえな
い｡なぜか｡ ｢アジアは多様である｣からだ｡
｢¶leAmerican World｣へのG ･ I,ocalizationの
共進化過程が比較的スムーズ進んだように見え
るのは,その新旧世界がアングロサクソン的な
文化と文明を共有していたからかも知れない｡
たしかに現在,われわれ人類は, ｢地球環境問
題｣という人類共通の重い課題を背負っている｡
しかし,そうした｢人類共通の重い課題｣を共
有化できるまでには,なお多くの課題を抱え,
忍耐と努力,そして時間とを必要としているよ
うに思える｡
3. ｢アジア経済の時代｣の選択肢
｢地球環境問題｣は,この21世紀のできるだ
け早い時期に｢解決されなければならない人類
共通の重い課題｣である｡しかし,この余りに
も自明な事実をとりまく現実は必ずしも楽観的
な状況ではないことは, (たとえば執筆時点に
開催されていた) ｢ポスト京都議定書｣をめぐ
るCOP15 (｢国連気候変動枠組み条約締約国会
議｣)協議の行き詰まり状態からも明らかであ
る｡世界のCOZ排出量の40%以上を排出してい
る米中2国の消極姿勢がその最大の背景だと伝
えられている｡新興国･中国は,地球汚染にお
ける産業経済先進諸国の率先した責任負担を主
張し,他方,既進国の筆頭,アメリカは,新興
諸国の急激な産業発展による排出量増加の責任
を強調する｡アメリカも中国も,いずれともそ
れぞれの方法手段での地球温暖化対策を進めて
いることは周知されているが,この｢人類共通
の重い課題｣を共有化する道程は,残念ながら
なお遠いように祝える｡
ところで,自然環境の破壊と枯渇の問題自体
は, G･クラークのいう｢マルサスの民｣の歴
史とともに古いだろう｡われわれは,その痕跡
を多くの｢歴史的遺跡｣によって確認できるだ
ろうが,しかし,明らかにそれは"局地的な''
現実に止まっていると言ってよいだろう｡だが
現代のわれわれが直面している｢地球環境問
題｣とは, ｢アジア経済の時代｣という新段階
をむかえた人類地球史の非可逆的な現実として,
地球世界の｢普遍的富裕社会｣化のエンジンで
ある産業経済的生産諸力の高度化,成熟化とと
もに,その対極で,その同じ地球世界の生態再
生的生命力の絶対的な制約化,縮減化が進むと
いう,いわば｢地球生態系の二律背反問題｣を
言う｡経済(Economy)あるいは経済学(Econom-
ics)が,そもそも地球生態系(Ecology)の管
理秩序ないしは管理の学とされることからすれ
ば,地球温暖化,オゾン層の破壊,森林減少･
砂漠化,海洋･大気の汚染化,等々として多発
する様々な｢地球環境問題｣とは, ｢経済の失
敗｣あるいは｢経済学の失敗｣と言うべきかも
しれない｡ともあれ,厳しい｢地球環境問題｣
のなかに生きる現在,われわれ人類は, G･ク
ラークの｢大いなる分岐｣がいよいよ高くかつ
垂直に伸び進むことがどこまで可能なのか,莱
たしてわが地球の環境空間がそれをどこまで支
えつづけることが出来るのか,そもそもそれが
わが人類にとって｢善(goodness)にして幸
福(happiness)｣なのか,と自問するのである｡
この｢地球環境問題｣は,西欧近代産業文明
の生成と成長とともに発生し,拡大してきたこ
とは間違いない｡比較的に低温小雨な西岸海洋
性気候の西北部ヨーロッパに位置するイギリス
は,森林から石炭へのエネルギー資源の転換移
行が比較的早かった｡枯渇した地上資源(森林
樹木)から地下資源(石炭や鉄鉱)への転換移
行は,伐採から採掘へとその作業形態の変更を
促しただけではない｡石炭採掘にともなう地下
水処理のための機械技術として蒸気機関が開発
され,産業経済の高度化と機械的文明化の発端
となったのである｡こうした森林から石炭-,
そして現代の石油へとつづいたエネルギー源の
『アジア経済の時代』考
転換移行は,一方では近代産業経済の拡大と高
度化をもたらしながら,他方では,そのエネル
ギー資源の枯渇化懸念と排出ガス等の増加蓄積
にともなう大気汚染,地球温暖化などを広げ,
地球の生態的な生命力を劣化させてきているの
である｡
｢地球環境破壊的だった｣近代産業経済文明
の先達にして,現在においてもなおより多くの
受益者である既進諸国こそが環境保全費用の主
要な負担者であるべきだ,という新興諸国の言
い分は歴史的にはもとより,現実としても決し
て誤りではない｡しかし, ｢地球環境問題｣は,
決して過去の問題なのではなく,まさに人類地
球史の現未来の問題として眼前する｡そうであ
る以上, ｢地球環境問題｣は,いまや西欧近代
の産業経済文明の自覚的な分有者,後継的な共
有者として, ｢アジア経済の時代｣を(既進諸
国とともに)担っている,あるは担おうとして
いる新興諸国自らの課題でもあると言わざるを
得ない｡そうした,人類共有的地球という共通
認識が合意されるならば,その費用を誰が,ど
れ程,どのように負担するかは,二次,三次的
な問題であり,多分に技術論的な問題となるの
ではなかろうか｡わたしが,本小論で｢アジア
経済の時代｣という時代画期の論議にこだわっ
てきたのは,そうした時代の｢課題｣認識の重
要性を指摘し,強調するために他ならない｡そ
して,わたしは, ｢アジア経済の時代｣の最優
先的な選択肢を,こうした｢課題｣認識を共有
化し,いわば｢国際公共財｣として,そうした
選択肢の制度機構化を提唱したいと思う｡
さて,再度繰り返すことになろうが, ｢アジ
ア経済の時代｣とは,アジア的な(諸国を中核
とするという意味で)新興諸国の｢モノとカ
ネ｣が欧米など｢既進諸国｣を圧倒しつつ,
｢'nle Post American World｣の嫡子的な後継者
になる歴史的時代を言うだけではない｡ ｢¶le
American World｣的な経済環境の下での,一
面では模倣追随的でもあった, G ･ Localization
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的な共進化過程の集積成果として登場した｢ア
ジア経済の時代｣は,近代産業経済文明の高度
構造の担い手という面では,西欧近代の｢同化
的な(anabolic)｣継承者であるが,それがア
ジア的な歴史や風土文化的な諸環境制約による
｢異化的な(catabolic)｣修正者という2つの時
代要素を内包する｡だから,なおしばらくの間
続くであろう, ｢アジア経済の時代｣において
は,その基底的過程としての｢後発諸国｣の反
定立的な模倣的高度化とそれにともなう定立的
空間としての西欧世界との統合的な共進化過程
(いわゆるG ･ I,ocalizationの過程)は,時には
"紛糾的"でもあり得るだろう｡もちろん,絶
えず"紛争的''だと断定するわけではない｡
"競争的"であることは避けられないとしても,
｢交渉と棲み分け｣の過程である可能性もまた
大きい｡
硯に衣料品市場などに認められるような,高
額品と普及品との業態間棲み分けというカタチ
もあり得るだろうし,また食料品スーパー等で
広く目撃されるような,カリフォルニア産と国
内産のオレンジやブドウが並んで売られ,日本
産と中国産の蒲焼きが2-3倍程の価格差で並
んでいるという｢並行的で平和的な｣現実には,
われわれはすでに馴染んでしまってもいる｡そ
の結果としての｢選択肢の多様性｣の拡大は,
需要者の経済厚生を高めるだろうという市場主
義者の主張そのものは,決して間違ってはいな
い｡だがしかし,たとえば,そうした食料品産
業のG ･ IJOCalizationの対極で,わが国の食料
自給率が総カロリー換算で40%を切ってしまっ
ているという｢食の安全性と安定性をめぐる危
機管理問題｣という政治力学的な(輸入規制と
保護主義的な自給率増加策といった)政策課題
が登場することになる以上,いわゆる｢市場の
失敗｣もまた広がるだろうことも明らかである｡
したがってまた,交易市場での自由選択と競争
的均衡の絶対的な優越性を強調する市場主義者
には, ｢アジア経済の時代｣における,その
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``発酵母体"である西欧近代の嫡子的側面だけ
が関心事となり,それが歴史的な画期性を内包
するかも知れないというその"時代性"への視
角が希薄になりがちだ,との懸念も同様に避け
られないのである｡
そうした｢市場の失敗｣に対する市場経済的
にみて有効な対応策は,基本的に言って､当該
商品-産業の"競り値''を上げて,必要輸入量
を確保するか,自国内産業製品の競争力を相対
的に嵩上げするような政策選択であろう｡こう
した"政治経済学的な"比較優位性の争奪戦も
またつづいていくだろう｡したがって, 21世紀
世界の経済現実は,以上のような｢アジア経済
の時代｣を貫通するG ･ IJOCalizationの総合化
過程における歴史の複合的な基礎趨勢に方向づ
けられながら,もうしばらくの間は｢その欠陥
だらけの経済変動を繰りかえす｣ (カール･マ
ルクス)ことになるかも知れない｡それは,
｢アジア的世界｣が内包している｢多様性｣も
手伝って, ｢アジア経済の時代｣の基本趨勢を
希薄化し,不透明化する結果をもたらすかも知
れない｡と言うのも,われわれの生きる歴史的
現実は,つねにその｢多様性｣として実在して
きたはずなのに,それを観測する(みる,はか
る)基準は,大か小か,正か邪か,真か偽か,
｢市場か政府か｣, ｢民主主義か非民主主義か｣,
｢文明的か非文明的か｣といった,極めて簡便
な2分法的なものであった｡そうした2分法的
視野から抜け落ちがちな｢多様性｣の現存を不
透明で混乱した状態とみなしつづける限り,
｢アジア経済の時代｣は不分明なままで在りつ
づけるほかない｡そこで若干の迂回が必要とな
る｡
実存的かつ意志的な存在としての人間(Hu-
man Being)の生活とその社会の有り様の総体
的な仕組み,これを経済社会システムと呼ぶな
らば,その経済社会システムは,人間とその社
会の生存と存続を物質的に担い,賄うための固
有の仕組みとして狭義の経済システム,人間と
その社会の組織と特徴を秩序化する固有の仕組
みとしての政治システム,そして,これらの経
済および政治システムを価値づけ統合化し,機
能化せしめる社会文化システム,とのTriangu-
larな複合システムと視ることができるだろう0
もちろん,類としての人類とその全体社会の総
体,つまり地球世界は,自然環境や風土気候,
そして歴史伝統,宗教などによって多様に制度
機構化される,その各のTriangularなシステ
ム問での政治,経済そして文化的な対立と交流,
反発と親和,異化と同化を積重ねることによっ
て,歴史性と多様性を持つ｡この積重ねの過程
が歴史(人類史にして地球史)であり,伝統文
化である｡したがって,すでに述べたように,
人類とその地球世界の歴史過程の現実実態は,
個別の経済社会システム問の共進化的なG･
IJOCalizationの過程となる.もちろん,あらた
めて断るまでもなく,このようなG･IJOCaliza-
tionの過程としての人類世界史像は,あれかこ
れかを分別する2分法的な分別知を排している
し,また他方では直線的な進歩史観の超楽観主
義とも,特定権威による覇権主義の独断論とも
与しない｡それは,地球的世界史を己の生存生
活環境としての経済社会システム的に分有しな
がら,それぞれのG ･ Localizationの過程を積
重ねていく歴史的かつ多様な人的存在(Human
Being)の存在様態の複合的多様性の活写方法
なのである｡
ところで,長い間われわれ人類(Human Be-
ing)は,西欧的な焚我二元論的な思考習慣の
影響を承けて,地球的な自然環境｢と共に生き
る(being with)｣ことを未開発状態と見なし
て, ｢と対決して生きる(being aganist)｣こと
が人間性(human-na山re)に叶い,文明世界へ
の方途とみなしてきた｡つまり, ｢地球的自然
との距離｣の大小という単一の尺度によって,
人間存在とその社会的仕組みの｢多様性｣を直
線上に序列化して捉えてきたのである｡しかし
いまその人類文明は,広大なユーラシア大陸の
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中央部に発生し,やがて東西に分化し,面的に
｢多様化｣したが,いまあらためてその｢多様
性｣を融合し,統合しつつある｡それが｢アジ
ア経済の時代｣なのである｡われわれは,もは
や一元的な規範と秩序が優位し,支配するよう
な｢輝かしき新世界｣とは,あの｢歴史発展の
必然法則｣説とともに,決別したのである｡い
まこそ,われわれ人類とその経済社会システム
のG ･ Localization的な共進化過程の有効性と
実効性とを確信しながら, ｢アジア経済の時代｣
に必要不可欠な選択課題に取り組むべき秋(と
き)だと想う｡
さて,ここでわたしは, ｢アジア経済の時代｣
に拘りつづけてきたもう一つの,最後の理由を
述べなければならない｡上述のように,自然環
境｢と共に生きる(being wi仙)｣ことを人類
文明の未開発状態とみなして,自然環境｢と対
決して生きる(being aganist)｣という人間有
り様(humanbeing)の基本とし,人間性(hu-
man nature)とその社会の文明度を｢地球的自
然との距離｣の大小で測ろうとする,言い換え
れば,自然と人間との対決的二元論(アジア仏
教の用語を転利用するならば, ｢焚我二元論｣
的)が西欧的な思考視点であり,これに対して,
アジア的思考視点は,逆に,自然環境｢と共に
生きる(being weth)｣生き方を"人間自然的
な(human+nature-humanity)"と考える,
言い換えれば,自然と人間との共生的一元論
(つまり,ぐ一切万物のなかに自己を見,また
自己のなかに一切万物を見る! > ｢焚我-如
論｣)的に考える傾向が強い｡もちろん,アジ
ア世界でも,たとえば地震や暴風雨などの災害
を天変地異と呼び,天人二分的に捉えることも
あるが,その場合でも,それを天人調和という
状態が壊された｢異常事態｣として,例外祝し
ようとする傾向が強い(<人事を尽くして天命
を待つ>!)｡もちろん,いまここで,欧亜の
思考視点の優劣を云々しようというのではない｡
西欧産業文明を生み育んできた西欧的思考視点
33
を活用して,われわれアジアは多くの自然災害
から護られ,産業経済的な生産力を高め,その
諸成果を享受してきている｡ときに,それはあ
まりにも｢物質享楽主義的｣という非難を聞か
ないでもないが,産業経済的生産力に代わり得
る｢富裕社会｣の大小を測る物差しは開発され
ていないことも事実である｡だが,その産業経
済的生産力という物差しは,現在,人類地球史
の普遍的な富裕度を測る前に,地球生態的生命
力を突き破る気配を強めている｡それが人類地
球史の現在なのである｡アジア的思考視点で言
う｢天人調和状態が破壊されようとしている異
常事態｣が人類地球史の現在でもあるである｡
地球的自然環境と共生することが人間的自然本
来の姿なのだと考えるアジア的思考視点の重要
さに留意されるべき"秋''ではないだろうか｡
念のためもう一度繰り返すが,西欧的思考視
点やその近代産業経済的な諸成果全てを,この
アジア的思考視点と焚我-如論的な超調和的世
界に置き換えるべきだ,と言っているのではな
い｡ ｢アジア経済の時代｣とは,追随模倣的に
成長し,台頭したアジア世界が,その"発酵母
体''である西欧近代文明とその産業経済生産力
を分有化するに至った現在,東亜両世界は,人
類地球史の現未来の担い手としてともに, G･
IJOCalizationの過程を選択しつつ,その多様性
を自覚し,前提としつつ,共進化し,人類地球
史の近未来を構築制度化していかなければなら
ないだろう,と言いたいのである｡
描. ｢アジア経済の時代｣と日本
小中学校時代を``薪ストーブ'で暖房された
教室で過ごしたわれわれ世代にとって,その後
での石炭や石油など化石燃料-のエネルギー転
換は,日本経済の高度成長時代の到来の象徴で
あり,西欧産業文明の偉大さの証でもあった｡
その高度経済成長の初期段階, 1960年頃に早く
も問題視されるようになった,イタイイタイ病,
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水俣病,四日市ぜんそくなどの水質汚濁,大気
汚染などを原因とする産業公害は,特定の産業
や企業の悪質な経営行動が引き起こした特定地
域的な｢事件｣と観る認識に止まり,近代産業
経済文明の生産力の成長肥大化が引き起こす地
球生態的生命力の減殺という｢地球環境問題｣
という認識にはなかなか結びつかなかった｡産
業経済の高度成長とともに巨大な産業企業と工
場の集積する工業地帯群とそれを取りまく巨大
人口の集中居住する大都市群とが群生し,それ
とともに,大気や土壌の汚染,水質汚濁,騒音,
悪臭,産業廃棄物の堆積といった産業活動によ
る環境の劣化や破壊,そしてさらには,都市生
活や道路交通の過密化にともなう排気ガス問題,
生活排水や生活廃棄物問題,宅地開発による農
地や森林,自然破壊など都市型生活の拡大にと
もなう環境問題が広がっていく｡このような
｢公害国家｣から｢環境問題国家｣への道は,
欧米先進国では1世紀以上に及んだ道程であっ
たが,後発国,日本のそれは半世紀たらずであ
った｡そして現代の新興国では3分の1世紀を
要さなかった｡まさに｢アジア経済の時代｣は
｢地球環境問題｣の時代なのである｡われわれ
は,そうした現実の再確認から始めなければな
らない｡
たしかに,たとえば,いわゆる｢京都議定
書｣をめぐる国連会議などをはじめ,この瞬間
にも世界のどこかで,またそれぞれの国,地域
で公式,非公式な形で｢地球環境問題｣が論じ
られており,また世界の多くのところで,多く
の人々が,問題解決のための様々な取り組みを
実践している｡たとえば,そうした実践例の1
つとして,宮城県気仙沼市隣接の唐桑町(現在
は気仙沼市に合併)の牡堀養殖業者,畠山重篤
氏らのグループ｢牡堀の森を慕う会｣の実践例
に触れてみたい｡
畠山氏らは,気仙沼湾近傍で牡堀やホタテを
養殖している漁業者であるが, 1989年,局囲の
同業者を中心とする70人ほどのグループで,隣
接する岩手県南部,室根村(現在は一関市に合
併)にある室根山(標高895m)で,ブナやコ
ナラ,ミズナラなどの広葉樹の植林を創めたの
である｡牡堀が栄養源とする植物プランクトン
は,森の豊かな腐葉土を通して得られる鉄分や
チッソ,ミネラルなどを含む川水が必要であり
(汽水湖状態の維持,確保),そこで同氏らは,
気仙沼湾に注ぐ大川の源流である室根山への植
林を思い立ったのである｡以来20年,その大川
にカジカやウナギなどの生息が確認されるなど,
川としての活性化が認められるようになっただ
けでなく,この｢森は海の恋人｣のスローガン
のもと,地元市町村あげて開催される植樹祭は,
宮城,岩手両県からの官民あげての地域交流に
止まらず,全国から千人近くも参加する一大プ
ロジェクトとなっている｡植林された樹木が成
長して,やがて地場産業としての林業や木工業
なども登場するようになるかもしれない｡こう
して,三陸海岸南部のこの生活空間は,人々の
熱い想いに抱かれて,生き生きと蘇る海と山,
そして川というその自然生態系の生命力を再生
しつつ,漁業にとどまらず,農業や林業から加
工業へと連なり,産業経済的な生産力と地域生
態系的な生命力との調和的で安定的な人間生活
の環境空間としての持続可能性を高めているの
である｡
東北の小さな一地方で創まったったこの｢牡
堀の森｣プロジェクトが内に含む｢可能性｣に
注目する現在のわたしにとって,気懸かりな事
態に触れなければならない｡周知のように数年
ほど前から,体長2mで,体重200kg超にもな
る巨大なエチゼンクラゲが,越前海岸や富山湾
などに大量発生して,同地方の沿岸漁業などに
大きな被害を与えていることが問題となってい
た｡その大量かつ連続的な異常発生の原因は,
今なお明らかではないが,海水汚染や温暖化,
異常気象など地球生態系の異常,異変と全く無
関係とは思えない｡原因不明で有効な対応策が
ないまま,被害が広がっいたが,今年になって,
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そのエチゼンクラゲが,仙台湾から房総漁場,
そして関東有数の漁場である小田原漁場,さら
には愛知や三重などに大量にあらわれ,大きな
被害をもたらすにいたっているのである｡海洋
研究者によれば,エチゼンクラゲは,中国沿海
部で発生後,対馬海流に乗って日本海を北上し
ていたが,さらに津軽海峡を経て千島海流によ
って三陸海岸沿いに南下したものらしいという｡
小田原市漁協によれば,大型定置網に大量のク
ラゲがかかり,今年(09年)の10月末から｢漁
獲ゼロの状態が続いている｡大型定置網に数百
から多いときには千体ものクラゲがはいり,そ
の毒針で魚介類が傷つき商品価値を失わせてい
る｣という｡専門家によれば,こうした状況は
いつまで続くのか,予測不可能だという｡四方
を海に囲まれた海洋国家･日本が直面している
この間題は,直接被害に遭っている漁業者にと
っては言うまでもなく,国民生活の安心,安全
という点からも,緊急に対応策が取られるべき
課題である｡この巨大エチゼンクラゲの大量発
生が,海洋環境異変によるものであるのかどう
かその原因を解明し,有効な対策を速やかに実
行することが基本であるが,それを強調した上
で,わたしは,この｢クラゲ問題｣が,ひるが
えって,気仙沼湾での牡堀養殖などに何らかの
影響を及ぼす可能性があるかもしれないと懸念
してもいる｡海洋生物学などの専門知識のない
わたしには,それを云々することは出来ないが,
もしそうした事態が起こるとするならば,環境
問題解決への取り組みが,さらなる環境破壊に
よって不可能化する,という環境破壊の累積的
拡大という｢加重複合的な環境問題｣に,われ
われ人類は直面していることになるだろう｡
こうして, ｢アジア経済の時代｣の到来とと
もに, ｢地球環境問題｣は地域的なレベルを大
きく超えて, ｢人類共通の緊急課題｣になった｡
化石燃料による二酸化炭素(CO2)の排出増加
が引き起こすオゾン層の破壊,地球温暖化,熱
帯雨林などの破壊などが,その基底的背景とす
35
るという認識は,いまや世界の共有する認識と
なっている｡ 1997年の｢気候変動枠組み条約第
3 lpJ締結会議] (cOP3,地球温暖化防止京都会
読)で,先進諸国が率先してC02などの温暖化
ガスの削減に取り組むことが確認され,あわせ
て森林によるCO2吸収分の承認,排出枠(量)
取引やグリーン開発メカニズムなどの取引制度
(いわゆる京都メカニズム)などが盛り込まれ,
地球的な規模での環境問題-の取り組みが大き
く動き出したかに思われた｡しかし,その後,
アメリカの離脱,新興諸国からの否定的な反応
などにより,その次なる段階が不透明な状態で
ある｡ 13年以降の地球温暖化対策の国際枠組み
(ポスト京都議定書)を決める, (09年12月の)
締結国会議(COP15)の作業部会は,参加諸
国の合意がえられず,原案作成に失敗した｡地
球環境問題をめぐる地球的な合意形成の難しさ
を改めて証明する事態である｡
合意形成を困難にしている原因は様々だが,
主要原因は,温暖化ガスの削減費用負担の増加
懸念から削減目標の上積みに消極的な先進諸国
とその先進諸国の過去累積的な排出量を考慮し
た責任負担増を主張する新興諸国との間での対
立にある,と伝えられている｡たしかに,日本
など先進諸国は,過去での大量排出への対策と
しても,多くの費用を投入し,削減技術を向上
させてきており,結果として｢環境対策の限界
費用｣は高額化している｡他方,新興諸国は,
多くの場合,比較的に安い労働と資源コストを
活用して,いわば環境コスト節約的で｢環境負
荷型の数量的な産業化｣を進めてきているよう
にみえる｡したがって, EUなどが強調する排
出枠取引制度に基づく国際合意では,新興諸国
側は,先進諸国から高額な環境技術を導入する
か,あるいはその｢環境負荷型の数量的な産業
化｣の抑制による排出枠の提供国となるか,と
いう不利な選択を迫られる場合もあるかもしれ
ない｡また,先進諸国から優れた環境技術が提
供されるとしても,これまでの多くの事例に明
.3()
らかなように,その優れた技術が｢低限界コス
トの先進国資本｣をともなうならば,自国産業
化の｢自由度喪失｣の懸念が強まるかもしれな
い｡市場経済のメカニズムが有効かつ効率的に
機能するためには,その参加者間での平等で自
由な選択権への確信と共有とが前提となる｡残
念ながら,人類は｢地球環境問題｣という共通
の緊急課題に直面しながらなお問題の大きさ,
深刻さを共有できないでいるのだろうか｡
1つの提案をして,本小論を結びたいと想う｡
排ガス対策としてガソリンや自動車などに課税
する,いわゆる地球温暖化対策税(いわゆる環
境税)は,すでにいくつかの国で導入されてい
るし,日本でも施行が検討されている｡わたし
は,この環境税を世界全体で各国同時に同率で
施行する｢地球環境税｣制度を提案したい｡た
とえば,新聞などの報道によると,中国の今
(09)年度の自動車販売量は1300万台に達し,
世界最大の需要国となるらしい｡中国車の排ガ
ス水準がどの程度であるかは不明だが,たとえ
ば,低燃費でガス排出量の低い,ハイブリット
車や電池車の生産割合を増やしつつある口本草
との間での排出枠の取引交渉は,かなり厄介な
問題となるであろう｡日本から中国への(ある
いは逆の)排出枠の譲渡額はきわめて高額なも
のとなる可能性がある｡排出枠取引市場制度が
関係諸国全体の相互了解の上に成立するならば,
温暖化ガスの削減手段として優れた効果を持つ
ことは疑いないが,そうした相互了解と言う前
提条件を欠いたまま,資金支援や技術移転など
を便法手段に,そうした制度を強行導入するな
らば, ｢アジア経済の時代｣を現出させてきた
G ･ I,ocalizationの過程は,産業化のための友
好的な推進機構から,敵対的で逆機能の機構と
なるかもしれない｡
わたしの提案する｢地球環境税｣制度は,簡
単に言えば,そうした関係諸国間の相互了解形
成のために,問題を共通課題として共有化し,
実効ある制度基盤の形成をめざすものである｡
具体的には,全世界の自動車,製鉄,化学など
のような温暖化ガス排出源となる諸産業と企業
に一律に｢環境利用税｣を課し,これを,たと
えば『わが地球基金(our Earth Fund)』とし
て蓄積し,地球規模で全ての国と企業が平等に
利用出来るように,省エネ技術の開発研究や地
球的規模での植林事業などの資金とすると同時
に,特定の国なり企業なりが開発所有する技術
を買い取り,公開し,活用する世界共同基金と
する｡つまり｢地球環境問題｣への取り組みを
人類共通の時代的課題とし,温暖化ガス節減技
術とその普及を,いわば｢地球公共財｣として
地球世界が共有化するための財源とする｡たと
えば, 2008年の全世界の自動車生産量は6000万
台強であったが,仮に1台当たりの環境利用税
を市場価格の1%程度としたとしても, (たと
えば, 24万円のインド･タタ車1台課税額2400
円, 200万前後のハイブリット車で2万円, 500
万円超のSUV車で5万円以上等々｡これら各
級車の販売割合などを考慮しつつ,ごく大雑把
に推計であるが)年間約10兆円以上の税収は確
保できるだろう｡さらに,世界の温室効果ガス
排出量の57%を占める,ガソリンなど化石燃料
などにも同様な均一の世界共通課税を導入し,
省エネ車の研究開発や購入増加への動機付けと
する一方で,同排出量の17%強を占める森林減
少対策としての植林事業の推進基金とする｡こ
うした世界共通の地球環境税制度は,その課税
対象品目(産業)と税率の組み合わせを工夫す
ることによって, 『基金』の蓄積規模を増大さ
せ, ｢地球環境問題｣の共有化と排ガス抑制へ
の取り組みの共通化,共同化の可能性を広げる
制度機構となるのではなかろうか｡先進国,新
興国を問わず, ｢環境税｣の導入が必要である
という声が高まっているが,この各国個別の環
境税課税に対しては,わが国を含めて産業界か
らの反対の声が強いのが現状である｡全世界共
通のしかも均一税率での環境税課税により,
｢地球環境問題｣の共有化と問題取り組みの協
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調化への道が開けていくかもしれない｡
以上の提案は,現段階で有力手段として世界
的に議論されている,いわゆる｢排出枠取引制
度｣という｢市場主義的な方法｣を否定するも
のではなく,むしろ地球環境問題解決のための
そうした｢市場的手段｣の有効的な機能化のた
めの｢社会公共機構｣と考えるべきであろう｡
さらに言えば,それは決して政治主導主義的に
｢economyをecologyに埋め戻せ! ｣という唯
環境主義的な主張でもないし,また政治統制主
義的なpolitical-economyの主張でもない｡強い
て言うならば,地球生態的生命力と産業経済的
な生産力との均衡発展の地球世界の創成への希
求という,いわば¶le Earth of Ecological-
Economyの時代への期待であり希望なのであ
る｡
最後に一言添えて本小論を結びたい｡日本は,
ユーラシア大陸を東漸した人類文化文明の極地
として東洋文化文明をその基底にし,他方で西
漸のなかで蓄積された西洋文化文明を,東端に
位置するという偶然の幸運の手助けを得ながら,
その表層文化文明としていち早く受容し,受益
してきた｡その口本が, ｢アジア経済の時代｣
という,地球の東西文化文明が交錯し,切碇し
つつ融合化しつつある現代において, ｢地球環
境問題｣という地球人類史的な課題の解決に率
先的に取り組むことの意味は,決して小さくは
ない筈である,と｡ (09.ll.25)
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